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ごあいさつ
平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、第67期中間報告書（2016年4月1日から2016年9月30日まで）をお届けいたします。
株主の皆様には、引き続き倍旧のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2016年11月

（左から）
取締役専務執行役員 代表取締役社長 代表取締役専務執行役員 取締役専務執行役員

政岡久泰 久川秀仁 松田雅之 岡村尚吾
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営業の概況
Review of Operations

売上高（第2四半期累計）

（百万円）

連結 単体

経常利益（第2四半期累計）

（百万円）

連結 単体

親会社株主に帰属する四半期純利益（第2四半期累計）

（百万円）

連結 単体
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　当第2四半期連結累計期間におきましては、堅調な受注及び前
連結会計年度に納入を開始した製品の受注増加により、数量ベー
スでは増加したものの、為替変動の影響により、売上高は微増と
なりました。利益面におきましては、研究開発費や設備投資によ
る減価償却費の増加等はあるものの、原価低減活動により、営業
利益は増加いたしました。当第2四半期連結累計期間の業績は、
売上高1,316億円（前年同期比0.3%増）、営業利益114億円（前年
同期比27.4%増）、経常利益89億円（前年同期比2.2%増）、親会社
株主に帰属する四半期純利益60億円（前年同期比4.4%増）とな
りました。

①セグメント情報
　報告セグメントの種類別の概況は下記のとおりであります。

［MT（手動変速装置関連事業）］
　受注が堅調に推移したものの円高の影響もあり、売上高は341
億円（前年同期比7.1%減）となりました。セグメント利益は、売
上高の減少により53億円（前年同期比0.7%減）となりました。

［AT（自動変速装置関連事業）］
　前連結会計年度に納入を開始した製品の受注増加により、売上
高は832億円（前年同期比4.6%増）となりました。セグメント利
益は、売上高の増加により62億円（前年同期比65.2%増）となり
ました。

［その他］
　2輪製品の受注増加はあるものの、建設機械用部品の受注減に

より、売上高は142億円（前年同期比3.9%減）となりました。セ
グメント利益は、売上高の減少により1億円（前年同期比55.0%
減）となりました。

②所在地別の情報
　所在地別の概況は下記のとおりであります。

［日本］
　前連結会計年度に設立したエクセディシンガポールへの商流の
変更影響により、売上高は609億円（前年同期比5.2%減）となり
ました。営業利益は、売上高の減少に伴い、52億円（前年同期比
8.7%減）となりました。

［米国］
　自動車メーカー向けのAT製品の受注増加により、売上高は273
億円（前年同期比0.2%増）となりました。営業利益は、売上高の
増加及び為替変動の影響により20億円（前年同期比275.2%増）
となりました。

［アジア・オセアニア］
　前連結会計年度に納入を開始した製品の受注増加により、売上
高は404億円（前年同期比8.7%増）となりました。営業利益は、
売上高の増加により39億円（前年同期比43.0%増）となりました。

［その他］
　売上高は29億円（前年同期比20.2%増）、新製品立ち上げ費用
により営業損失は、3億円（前年同期は74百万円の営業利益）と
なりました。

2



3



4



連結貸借対照表の要旨
Consolidated Balance Sheets

（単位：百万円）

科　　目 2016年3月期
（2016年3月31日現在）

2016年9月期
（2016年9月30日現在）

資 産 の 部

流 動 資 産 121,420 126,872

現 金 及 び 預 金 31,975 40,692

受取手形及び売掛金 48,530 46,639

た な 卸 資 産 30,279 28,966

そ の 他 10,857 10,704

貸 倒 引 当 金 △ 223 △ 130

固 定 資 産 137,853 132,987

有 形 固 定 資 産 127,109 122,352

建 物 及 び 構 築 物 36,089 38,145

機械装置及び運搬具 63,210 56,928

そ の 他 27,809 27,278

無 形 固 定 資 産 3,759 3,810

投資その他の資産 6,984 6,825

投 資 有 価 証 券 3,292 3,404

そ の 他 3,732 3,461

貸 倒 引 当 金 △ 40 △ 40

資 産 合 計 259,273 259,860

科　　目 2016年3月期
（2016年3月31日現在）

2016年9月期
（2016年9月30日現在）

負 債 の 部
流 動 負 債 55,497 57,837
支払手形及び買掛金 19,266 20,886
短 期 借 入 金 9,751 9,227
1年内償還予定の社債 7,000 7,000
未 払 法 人 税 等 1,839 1,902
そ の 他 17,639 18,820

固 定 負 債 30,250 36,195
長 期 借 入 金 21,629 28,205
退職給付に係る負債 5,178 5,273
そ の 他 3,442 2,716
負 債 合 計 85,747 94,032

純 資 産 の 部
株 主 資 本 154,721 159,158
資 本 金 8,284 8,284
資 本 剰 余 金 7,564 7,557
利 益 剰 余 金 140,318 144,725
自 己 株 式 △ 1,444 △ 1,408

その他の包括利益累計額 6,971 △�3,752
その他有価証券評価差額金 920 887
為替換算調整勘定 6,224 △ 4,547
退職給付に係る調整累計額 △ 172 △ 92

非 支 配 株 主 持 分 11,833 10,423
純 資 産 合 計 173,526 165,828
負債及び純資産合計 259,273 259,860

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円） （単位：百万円）

科　　目
2015年9月期

（2015年 4 月 1 日から
2015年 9 月30日まで）

2016年9月期
（2016年 4 月 1 日から
2016年 9 月30日まで）

売 上 高 131,245 131,683

売 上 原 価 106,316 103,971

売 上 総 利 益 24,929 27,712

販売費及び一般管理費 15,907 16,219

営 業 利 益 9,021 11,492

営 業 外 収 益 1,271 801

営 業 外 費 用 1,552 3,363

経 常 利 益 8,741 8,930

税金等調整前四半期純利益 8,741 8,930

法人税、住民税及び事業税 2,554 2,585

法 人 税 等 調 整 額 △ 36 △ 463

四 半 期 純 利 益 6,223 6,808

非支配株主に帰属する四半期純利益 390 719

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,833 6,089

科　　目
2015年9月期

（2015年 4 月 1 日から
2015年 9 月30日まで）

2016年9月期
（2016年 4 月 1 日から
2016年 9 月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,709 17,649

投資活動によるキャッシュ・フロー △�14,914 △�13,505

財務活動によるキャッシュ・フロー △� 1,559 7,026

現金及び現金同等物に係る換算差額 30 △� 2,424

現金及び現金同等物の増減額 △� 2,733 8,747

現金及び現金同等物の期首残高 33,710 31,560

現金及び現金同等物の四半期末残高 30,976 40,307

連結損益計算書の要旨
Consolidated Income Statements

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
Consolidated Statements of Cash Flow

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表の要旨
Balance Sheets

損益計算書の要旨
Income Statements

※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 ※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）（単位：百万円）

科　　目 2016年3月期
（2016年3月31日現在）

2016年9月期
（2016年9月30日現在）

資 産 の 部

流 動 資 産 50,960 58,936

固 定 資 産 83,052 90,207

有 形 固 定 資 産 33,528 38,778

無 形 固 定 資 産 2,507 2,500

投資その他の資産 47,016 48,928

資 産 合 計 134,012 149,143
負 債 の 部

流 動 負 債 32,569 34,912

固 定 負 債 6,270 16,298

負 債 合 計 38,840 51,211
純 資 産 の 部

株 主 資 本 94,314 97,088

資 本 金 8,284 8,284

資 本 剰 余 金 7,564 7,557

利 益 剰 余 金 79,910 82,654

自 己 株 式 △�1,444 △�1,408

評価・換算差額等 858 844

純 資 産 合 計 95,172 97,932

負債及び純資産合計 134,012 149,143

科　　目
2015年9月期

（2015年 4 月 1 日から
2015年 9 月30日まで）

2016年9月期
（2016年 4 月 1 日から
2016年 9 月30日まで）

売 上 高 57,083 57,033

売 上 原 価 46,309 46,360

売 上 総 利 益 10,773 10,673

販売費及び一般管理費 7,040 7,555

営 業 利 益 3,732 3,117

営 業 外 収 益 3,801 3,738

営 業 外 費 用 696 2,110

経 常 利 益 6,837 4,746

税 引 前 四 半 期 純 利 益 6,837 4,746

法人税、住民税及び事業税 978 546

法 人 税 等 調 整 額 235 △ 226

四 半 期 純 利 益 5,623 4,426
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部門別の紹介
Segment Information

MT（手動変速装置関連事業） AT（自動変速装置関連事業）

WAD（ワイドアングルダンパー）

クラッチカバー（DSTタイプ）

カーボンクラッチ

超扁平型トルクコンバータ

ロックアップダンパー

ハイブリッド車用ダンパー

産業機械用、バイク用等

フォークリフト用トランスミッション

バイク用ワンウェイクラッチ

バイク用多板クラッチ

自動車部門 その他
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第67期 中間報告書
2016 年4月 1 日から
2016年9月30日まで
証券コード  7278

2016.11.9,750.801. PRONEXUS. Printed in Japan

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを採用しています。
また、この印刷物は、環境にやさしい「FSC認証紙」
「ベジタブルインキ」を使用しています。

株主優待制度
対象株主 毎年3月31日の最終の

株主名簿に記載又は記
録されている100株以
上ご所有の株主様。

優待制度の概況 カタログよりお選びい
ただいた各地の特産品
や様々な商品を無料で
お届けいたします。

カタログ送付時期 毎年6月末から7月初め
を予定しております。

株主メモ

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
期 末 配 当 毎年3月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対し、金銭による剰余金の配当を支払う。
中 間 配 当 毎年9月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対し、会社法第454条第5項に基づき、金銭による剰余金の配当を支払う。
定 時 株 主 総 会 毎年　6月
株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関 同上
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話（通話料無料）0120-094-777

単 元 株 式 数 100株
公 告 方 法 電子公告により当社ホームページ（http://www.exedy.com）に掲載いたしま

す。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

（ご注意）
①株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設
されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会
社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意
ください。
②特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関
となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、
三菱UFJ信託銀行本支店にてもお取次ぎいたします。
③未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。


